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ている。 ここに言う技術革新の経済的および経営的な意味 とは,次 の様な技術
革新 と経済および経営との相互的な影響過程を意味 している。すなわち,技 術
革新が もた らす経済的な効果 と,技術革新に必要 とされる経済的資源の投入の
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問題である。 また,技 術革新が個々の経済主体たる企業にいかなる影響を与え




巨額化すると同時に,そ の成果の経済的影響 も大きなものとなった。 さらに,
大がか りな技術革新をめざす活動は組織的な協働を必要 とするようになった。
第 二に,今 日では個別企業が主体的に技術革新をめざす活動をとるようになっ
て きている背景を見ることができる。 これは,現 代の企業が技術革新を主体的
にすすめられるだけの規模的水準に達 していることによる。すなわち現代企業
は,巨額の研究開発投資 と多数の研究者 ・技術者の組織的協働 および広汎な
マーケティング活動により,主体的に技術革新をすすめようとしている。







の部門をつ くって,研 究活動および開発活動を行ない,さ らに企業内の製造や
販売の部門との協働を行なっている。 しか し,こ うした活動の中には,い くっ
かのディレンマが内在 している。すなわち,技 術革新のために必要なある1っ




これまで も技術革新 における様々なディレンマの問題が議論 されてきてい
る。その主なものを2っ ばか り参考に検討 してお くことに したい。そうす るこ
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とによ って,本 論 の位置づけが明確 にな るとともに,本 論の既存理論 との相違
点 もは っきりす るはずだか らである。
先ず,W.」.ア バーナシーは 「生産性 のデ ィレンマ」 と して,技 術革新 の
進行過程 において生産性 と革新性 との間 にデ ィレンマが存在す ることを提唱 し
究。技術革新は,企 業の研究開発 とともに,市 場による受容によって生 じてく
るが,技 術革新 の初期 の段階で は,原 型 に多様性 があ り,ユ ーザーか ら広 く支
持 され る新 しい製品(製法)の 形態 は未だ現 れて いない。この段階では,新 しい
製品(製法)の形態 は流動的で,次 々に新 しい形態 が試作 され る極 めて革新性の
高い時期であ る。 しか し,こ うした段 階で は製品生産 はジ ョブシ ョップ的にな
らざるを得 ず,生 産性 は低 くな る。ところが研究 開発活動 を続 けてい るうちに,
ユーザーか ら広 く支持を受 け,ま た メーカー側 で も広 く評価 し得 る形態 が生み
出されて くる。 アバーナ シーはこれを ドミナ ン ト ・デザイ ンと呼んでいる。
ドミナ ン ト・デザ イ ンが成立 す ると,製 品革新 の焦点 は,技 術の中核的な部
分か ら周辺的ない し付属 的な分野 に移 って ゆ く。革新の数 も急速 に減少 し,製
品の基本的 な形態 が安定 し,固 定化 して くる。製 品が安定 して くると,そ れを
大量 に生産 す るための工程革新 が行 なわれ るよ うにな る。 工程革新 によ って・
製造 コス トが急速 に削減 され,生 産性 は上昇す る。 しか し,こ うした量産化 に
よる高生産性が0度 達成 され ると,製 品 の革新 は抑制 され るよ うになる。 なぜ
な ら,製 品の大 きな革新 は既存 の大量生産 のための大規模設備 を無意味な もの
に して しまい,巨 額 の埋没費用を発生 して しまうか らであ る。
以上のよ うに,高 革新性 は低生産性 を伴 ない,高 生産性 は低革新性を伴 う。
ここに,生 産性 と革新性 の間にデ ィ レンマが存在す るとい う訳であ る。
この命題 は,製 品革新 と工程革新 の タイムラグを説 明 しなが ら導 き出されて
いる。 この問題 は,あ る意味で は研究開発の段階 を追 って,研 究開発活動の焦
点 の移行 を説明 して くれてい る。 その点 で,研 究 開発活動 や技術革新 に内在す
る本質的 な問題 を指摘 しているといえる。
本論 での関心 は,製 品にせ よ製法 にせ よ,新 しい形態 がアイデ ィアの段階か
ら原型製造,実 用化 までの プロセスの範囲内 にあ る。すなわちT原 型製造以前
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の研究段階 とそれ以後 の開発段階 との間 にあ るデ ィレンマを明 らかに しよ うと
して いる点で・基本 的な研究 の焦点が,ア バーナシー とは異 な っている。 ただ
し,「生産性 のデ ィレンマ」は,新 製品 ・製法の成熟化過程 とい う点 で重要 な示
唆 を与えて くれ る。
次 に・J・0・ ウィル ソ ンによ って提 唱 された 「ウ ィル ソンのデ ィ レンマ」
は,研 究活動 のためにふ さわ しい組織 と,開 発活動 のために望 ま しい組織 とが
異な っていることを指鮒 るものであ(2).ウィノレソンによれば,研 究騰 で は
多様 なアイデ ィアが活発 に提案 され るよ うな 自由度 の高 い組織 が望 ま しいとさ
れ る。 っ まり,組 織階層 は比較的低層化構造 で,水 平的 な相 互作用が 自由かっ
活発 にな され る組織が 望 ま しい。 しか し,一 度 開発すべ き新製品 な り新製法の
アイデ ィアが固 まると・原型製造 に向けた開発活動 は,凝 集性の高 い組織行動
が必要 とな り・高階層構造 の組織 が適 してい る。すなわち,研 究段階で は多様
性を促す ような組織構造が望 ま しいが,開 発段階で は統一 的な行動 の とりやす
い組織構造が望 ま しいというものであ る。 このため,研 究開発部門 の組織 を ど
のよ うに した ら良 いか,分 化 と統合 の程度 を決定す る上で デ ィレンマに陥 ると
い う訳であ る。 こうした 「ウィル ソンのデ ィレンマ」 は,研 究活動 と開発活動
を峻別 し,各 々 の担 当組織 を別組織 とす る ことに よ って解決 で きるはずで あ
る。現 に今 日多 くの企業 が こう した研究活 動 と開発 活動 の分離 を実施 して い
る。 しか し,こ う した対応 は研究活動 と開発活動 の異質性故 に,さ らに新 しく
困難 な問題 を生 じる。 この問題 の検討 こそ,本 論の 目的 である。
「ウ ィル ソンのデ ィレンマ」は,本 論 の問題意識 に近 い ものがあ るが,し か し
ウィル ソンは研究 か ら開発 への移行 の問題 をあ まり論 じていない。 ウィル ソン
は研究 と開発 の異質性の問題 を,す ぐさまその活動 のためにふ さわ しい組織 の
異質性 の問題 と して論 じている。本論で は,研 究 と開発の活動 の異質性 故に,
その移行段階 に問題 が生 じ,ま た移行 を円滑 に しよ うとすれば,本 来異質で あ
るはず の研究活動 と開発活動が ある種 の妥協を強 い られ3相 互 に成果が阻害 さ
れて しま うとい う問題 を論 じて くる。 この点 に ウィルソ ンと本論 との間 に研究
アプ ローチの相違があ る。
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以下第 一章で は,研 究活動 と開発活動 の異質性 を,各 々の活動の特質 を検討
す ることを通 じて説明す る。第二章 においては,新 製品 ・製法 を構成 す る要素
技術 について考察 し,各 要素技術間の トレー ドオ フ関係 について説明す る。第
三章で は,こ の要素技術間 の トレー ドオ フ関係か ら,研 究活動 と開発活動の間
の トレー ドオフを演繹 し,技 術革新 にお けるデ ィレンマを説明す る。第 四章で




しては,我 国企業数社 の研究開発部門におけるイ ンタビュー調査を基礎 に し
て,そ こで研究所を主体 とした研究活動 と,研究所 と製造部門 との連繋を主体
とした開発活動および研究所 と販売部門の連繋 を主体 とした開発活動を分類
し,その各々の活動における特徴を分析する方法をとることにする。 この際
研究開発部門メンバーを研究志向型と開発志向型に分類 して議論を進めるが,
この2っ の型 は理念型であり,モ デルである。すなわち,実 際に研究志向型の
研究者や開発志向型の研究者 も存在す るが,研 究志向的な態度を,研 究志向型
の研究者というモデルの中に表現 し,同様に開発志向の研究態度を開発志向型
研究者にモデル化 して表現するものである。
先ず,第 一節において,研 究活動の特質を分析 し,第二節において開発活動
の特質を分析 してゆ くことにしたい。
第1節 研究活動の特質
研究活動は,普 通基礎研究 と応用研究に分けて考えられている。 この場合,
基礎研究については,「知識の増進を目的とする研究」と定義されるのが通常で
ある。すなわち,製 品 ・製法へのイメージをもたない段階での研究である。こ
れに対 して,応用研究は,「科学的知識を何 らかの新製品 ・製法へのイメージに
(3)
組み上げることを目的とす る研究」 と定義されるのが普通である。
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しか し,こ うした定義に従 って企業の研究活動を観察すると,基 礎研究を本




語を用いて表現 している。 これ らの表現の中に共通 してみ られる特徴 は,分 析
的な研究という意味あいである。 これに対 し,応用研究 は諸知識の統合 という
点に特徴がある。
そこで本論では,基礎研究を 「科学的知識の増進のための分析的研究」 と定
義 したい。従 って・ ここでは新製品 ・製法へのイメージがあって も,そ れが分
析的研究であ り,その研究によって何 らかの科学的知識を得ようとするもので
ある限 り,基礎研究 と呼ぶことにする。一方,応 用研究を 「科学的諸知識を新
製品 ・製法のイメージへ統合 してゆ く研究」と定義する。すなわち,応 用研究
は統合的なベク トルを もっ研究であ り,分 析的なベ ク トルを もつ基礎研究 と
は,研 究の方向性において異なっている。
さて・以上のように基礎研究 と応用研究を改めて定義 しなお してみると,企
業における研究活動の実態が,よ り現実感覚をもって把え られ るようになる。
すなわち,現 実の企業の研究開発は,基 礎研究→応用研究→開発のように線型
に進むのではなく,あ る製品イメージの形成が,あ る障害に突 きあたると,新
たな科学的現象の解明をめざ して分析が再 び行なわれるという動 きを もってい
(4}




るかは・必ず しも研究テーマによっては判別 しがたいとい うことが分か って く
る。例えば,あ る新製品プロジェク トに属する研究で も,そ れが何 らかの科学
的な障害を克服するために,科 学的論理に立 ち帰って実験 している時には基礎
研究を しているということになるか らである。
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すなわち,新 製品 ・製法 の完成,販 売を,企 業 と しての最終 目的 と して設定
してみた場合,応 用 および基礎 にかかわ る研究 は,そ の 目的達成 のための 目的
一 手段 の連鎖構造をなす プロセスと して と らえ ることがで きる。
勿論,こ うした 目的一手段 の連鎖 は,下 か ら上への一方向的な流れ と して と
らえ ることはで きない。必 要 に応 じて相互 的な流 れ が生 じて いる と考 え られ
る0
しか し[図一1]の よ うに,最 終 目的に新製品 ・製法 の完成 をおいてみ ると,
その対極 に基礎研究をおいて考え ることがで きる。 いま製品 ・製法か らの距離
を源 型製造への具体的努力以前 の段階 こもつ研究活動 について・.:.な特徴
を記述 してみよ う。




我国企業数社の研究開発部門メンバーに対 して,職 務遂行上意識 している理
念や姿勢をインタビュー調査 した結果,研 究活動への志向性が高い研究者 と,
開発活動への志向性が高い研究者がいることがわか った。 しか し,中には研究
志向 と開発志向の両方をもち,時 と場合によってそれを使い分けている研究者
もいることがわかった。ただし,こ こに研究志向の研究者とは新製品ないし製
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法 としての実現 ・∫能性・ またとりわけ販売 可能・性などに対する関心の低い研究
者を意味 している・ また開発志向とは噺 製品 ・製法 としての実現可能性や,
販売 可能性に大 きな関心を払 う傾向を意味 している。
以下に掲 げる項目は・研究志向的傾向の特徴と考え られるものである。




オ リジナ リティーを大切にするということは,多 くの場合常識 との対 立を意
味するが・研究志向の研究者たちの多 くは,サ イエ ンティス トとしての自覚を
強調 し,常識 との対 立の厳 しさを訴えるとともに,そ れに負けない意志の強さ
の重要性を唱えている。すなわち,科学技術的な常識 というものは,研 究者自
身の頭の中にも研究管理者の間にも定着 しているので,先 ず自らがそこか ら脱
却するのに勇気が必要でありaさ ら1こそこから生 まれたアイディアを管理者}ご
説得するのに困難を伴 うという訳である。
次 に,論 理的因果関係の明確化とは,実験の成功,不 成功にかかわらずTそ
の原因 と結果を明確に追跡 し,論 理的な流れを解明 し記述する習慣をっけるこ
とを意味 している。実験の成否は,運 に左右されることもあるという。実験の








究志向の研究者たちは,こ うした時にこそ,こ の圧力に対抗 して高品質の実現
にこだわることを自らの責務 と考えている。
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第四に,研 究志向の研究者 たちは高 い基礎的知識 を 十分 にもって いることに
誇 りを もっていると同時 に,そ れを研究者 の必要条件 であ ると考 えて いる。す
なわち,文 献 な どによって ト分な知識 を得 るとともに,学 会へ の参加,研 究論
文 の追試 な どの経験 を積 んでお くことの重要性 を強調 す る。
以上 を大 まかに要約す るに,研 究志向の研究者たちは,あ る技術 的特性 にお
いて未曽有 の高水準値(チ ャンピオン ・データ)の 更新 に主たる関心 を抱 いて い
るといえ よう。
第2節 開発活動の特質
前節 にお いて,研 究活動 の特質 を主 として研究志 向の研究者 が もっている理
念 と傾向を検討 す ることによって明 らかに して きた。 本節 では,こ れ と同様の
アプローチで開発活動 の特質を明 らかに してゆ きたい。す なわち,開 発志向の
研究者 の理 念 と傾 向を検討 す る ことを通 じて,開 発活動 の特質 を解 明 して ゆ
く。 ここで,開 発志 向の研究者 とは,新 製 品 ・製法 の完成 と販売 可能性 に大 き
な関心 を払 っている研究開発部門 メ ンバーを意味 してい る。
開発活動 は,応 用 研究 の結 果生 み出 され た新製品 ・製 法 のイ メー ジに従 っ
て,原 型 を製造 し,そ の原型 を実 用に耐 える製品 ・製法 として完成 させ るまで
のプ ロセ スを意 味す るもの とす る([図一1]参 照)。従 って,開 発活動 は,原 型
製造 までの発明,試 作 の段階 と,完 成品製造 までの実用化の段階 を意味 してい
る0
開発志 向の研究者 の傾向 は,製 造 ・エ ンジニア リング的問題への配慮 と,販
売 ・マーケテ ィング的問題へ の配慮 に分 けて考 える ことがで きる。以下 では,
先ず研究開発 メ ンバーの製造 ・エンジニア リング的問題への配慮 につ いて どの
よ うな ものがあるかを示 して おきた い。 イ ンタ ビューの結果を要約す ると,以
下 のよ うになる。
① 製品 ・製法の製造工程 や手順 をで きるだけ簡略 な ものにす る努力を払 っ
てい るn
② 製 品 ・製法 の品質 レベルの安定性 を確保す る努力を払 って いる。
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③ 試作か ら量産化にいたる中間的段階で,中 間規模のテス ト生産を行なっ
ている。
④ 製造現場で生 じる問題 に対応する体制を備えている。
開発志向の研究者は,生 産段階での製造 ミスを削減するために,工程や手順
をできるだけ簡略化 しようとしている。すなわち,開発志向の研究者は,品 質
レベルが多少犠牲にされて も,生 産段階での歩留 り率が高 くなるような配慮を
している。開発志向の研究者は,生 産現場 レベルにおける製造設備や,製 造部
門メンバーのノウノ・ウに関する知識力燈 富であり,そ うし槻 場の実情に照 ら
して安定的な生産が実現 されるよう配慮 している。
また,開 発志向の研究者はa高 品質の製品 ・製法を低 い確率で試作す ること
よりも,一定程度の品質が高い確率で実現されることを重視 している。 これは
明 らかに製品 ・製法 と しての実用化段階を既 に意識 しているか らであ り,製
品.製 法 としての信頼性を高 くするための準備を心がけていると考えることが
できる。
第三に,開 発志向の研究者は中間規模による試作によって,量産段階で発生
する問題を予測 し,それに対する対応を考慮 しようとしている。試作か ら量産
化への移行 は,必 ず しも単 なる量的な拡大 として安易に考えることはで きな
い。量的な拡大は何 らかの質的な問題を引 き起 こす場合があるか らである
。例
えば,製 造 プロセスにおける熱の発生など,試 作段階では無視 し得る程度のも
のが,量 産化段階では重大な問題 となることがある。試作段階か ら量産化段階
への移行は,規 模的に数百～数千倍になるが,数 十倍の規模の中間的なテス ト





移行の段階に問題発生を未然 に防 ぐためにも,彼 らは一定期間工場に派遣 され
詳細な問題の発見と解決にあたっている。
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以上を要約す るに瀾 発志向の研究者 は泊 らのアイデ ィアが現実 の製品な
い し製法 として実現 され ることに情熱を燃や している とい うことがで きる・ さ
らに洞 らかのいわゆる ヒッ ト商品を生み出そ うという龍 が強 く働いて し'る
とい うこともいえ る.こ うした販売業糸責臆 識す る醗 志 向型 の研究者 は諏
売 ・マーケテ ィング活動 に対す る配慮 を もってい る。
以下 で は,販 売 ・マーケテ ィングへの研究者の配慮 を検討 してみ よう。 イ ン
タビ_の 結果 総 合す ると瀾 発志 向型研究者 の販売 ・マーケテ ィングに対
す る配慮 は以下 の ようにまとめることがで きる。
① 営業 ・販売担当者 か らニー ズ情報 を収集す る。
② 試作品 の展示会 などを通 じて ニーズ情報 を収集す る。
③ テス ト販売 ・試験的使用 によ りユ ーザーの情報 を収集す る。
ヒッ ト商 品を意識す る醗 志向型の研究者 は,研 究ので きるだけ早い段階か
ら市駐 一ズを入手 し,研 究 の結果 出て来 るシーズか らの製品 イメー ジと・ 市
場 ニーズか ら出て来 る製品 イメー ジを融合 しよ うとしてい る・ すなわ ち瀾 発
志向 の研究者 において は,研 究志 向の研究者 にみ られ るような・「醐 的製 品を
つ くればニーズはそれにつ いて くる」 と㌔・った考 え方 はほとん どない・ む しろ
自分の もっ シーズを育ててゆ く方 向をa=在 の市場__..一ズの中に求 めていると
い うことがで きる。
さ らに,ヒ ッ ト商品 を生 み出すためには,漠 然 と したユーザーを相手 に二一
ズを探索 して 撫 駄 であ ると考 えている.す なわち・ ある程度焦点 を絞 って・
あ る製品な り製法を本当 に必要 とす る人 の意 見に従 って実用化 をr'i1なければ
な らない。試作 品の展示会 などにおいて,試 作品に興味を示す人 は・本 当にそ
れを腰 と して いる潜在的な顧客であ るか ら,そ うし磯 会を活用 して・で き
るだ け詳細 なニーズ情報 を収集 す る。
しか し,上 記 のような情報収集のためには,先 ず何 よ りも原型が試作 されて
いなければな らない。一 口に試作 とい って もi試 作 には様 々な段階がある。研
究者 が自 らのアイデ ィアを鰭 す るための ごく初歩的な試作か ら始 まり・上司
を説得す るための試作,テ ス ト販売 のための試作瀬 聞な どで公表 できる完成
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度 の高 い試作 などである・完成度 の高 い試作占着は,テ ス ト販売の段階 に至 って,
ユ ーザーの試験的使用 に基づ いて極めて具体的か
つ有用 なニーズ情報 を収集す
ることがで きる・開発志 向の研究者 は・こうしたテス ト販売 に早 くこぎっ けて,
改良 の方向を知 ろ うと して いる。
以上 のよ うに開発志 向の研究者 は・ 自らの研究業績 をで きるだけ早 い段階で
暢 の動 向に即 したか たちで:.:一させよ うと して いるとと らえ る ことがで き
る・ これを別の護 で表現す るな らば,研 究開発活動 の前 半碑 い時期 にひ と
区切 りつ け・後 半の市場 ニーズに応 じ得 る新製品 ・難 へ の改良 改善 とい う
段 階 に努 加 軸 をお こうと して い るとし・うことがで きる
.こ のよ うな傾向
は・ 研究志向型の研究者が1市 場 ニーズか らは画期的 な製品 ・製法1ま生 じな
い」 「醐 膿 品 ・製法 には新市場 力S追随す る」 とい う考訪 とは明 らか
1こ異
な っている。
第2章 要 素技術 間の トレー ドオ フ関係
前章では・研究志向型の研究者 と開発志1司型の研究者の行動パ ターンを検討
すること樋 じて・研究活動 と開発活動曝 質性を見てきた.こ うした..の
活動を 僕 はどのようにして調整 し,ま た統合 しようとしているのであろう
か・ この異質の2っ の活動は敵 できるのであろうか.こ うした研究活動 と開
発活動の間の関係を知る手がかりとして,韓 では先ず新製品 ・製法を研究開
発する上でポイントとなる構腰 轍 術について考えてみる.そ して講 成要
素技㈱ の関係の中に・研究活動 と開発活動との関係を知 る手がか りを見い出
してゆくことにしよう。
第1節 要素技術とは何か
どのような製品で も製法で も・い くつかの技術的パ フォーマンスがある。例
えば泊 動軋 いう製品には馬 力 速 度 安定性 ・低価格 ・居住性 燃 費な
どのパ フォーマ ンスがある。 レンズであれば,透 明度 ・屈折率 ・強度 ・安定
性'信 燃 などのパ フか マンスがある.こ れを製品の技術的機能と呼象1.す
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なわ ち,技 術的機能 とは,技 術的 な性能 と製造 コス トの両方を含 んだ概念で あ
る.例 えば漸 製品が既存製品 と同 じ性育旨をよ り低い コス トで実現 し塒 ・ そ
の新製 品 は新 しい機能 を発揮 した と表現す る・性能 は・ コス トや歩留 り率 な ど
の よ うな経 済的側面 を捨 象 したパ フォーマ ンスを意味 す る もの とす る。従 っ
て,性 能 の高 さはチ ャンピオ ン ・デー タに よって測 ることがで きる。
さて,以 上のよ うに技術的機能 を定義す ると,1っ の製品 な り製法 には,一 群
の機能 の集合 があることがわか る.そ して,こ うした機能 が達成 され るため1こ
は,ク リアされなければな らないし・くっかの技術的要件 がある・ これ1こして も
1っの機能 の達成のために解決 されね ばな らない技術的要件 は,集 合 をな して
いるのが普通であ ろう。 この技術的要件 の ことを要素技術 と定義す る。 すなわ
ち,新 しい製品 ・製法 の開発 は,こ れ らの要素技術→機能 とい う目的一手段 の





機 能1 機 能II 機 能 皿
1 「 1i i 1
要 素}支彷fa,b,c,d,一
このプロセスでは,要 素技術 は機能 と必ず しも一意対応ではなく,複数の機
能の達成に寄与する要素技術 もあり得 るであろう。
研究開発部門のメンバーは,こ の目的一手段の連鎖構造を上か ら下へ分解す
るとともにt下 か ら上へ と組み上げる双方的な解決過程を繰 り返 している。す
なわち,研 究開発部門のメンバーは,一 方で新製品ないし製法に求められてい
る機能を予測 し,そ こか ら必要 とされる要素技術の水準を計算するという目的
手段分析を行ない,要 素技術の開発にかかわっている。 しか し他方,現 有の
要素技術の組み合せによって達成され得る機能を検討 し,そ こか ら製品イメー
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ジをつ くりあげるとい う方向か らも研究 を進 めてい る
。
機能 は・ その水準 を向上 させてゆGこ 従 って池 の機能 との間に二鮪 反的
関係 を示す よ うにな る傾向が ある・例えば馬 ノJをどん どん上昇 させてゆ くと,
安錐 との対 鯵 表面化 して くる.あ るし、は,ガ ラスの透明度 を上昇 させてゆ
くと,あ る水準以上 に しよ うとす る時 は,強 度 を犠牲 に しなければな らないよ
うな段階を迎 え る。
こうした,技 術 的機能間 の代替 的関係を,次 節 にお いて説明す る。先ず,コ
ス ト.歩 留 り率 とい った繍 的側面を除いて,性 能 構 成 す る..r間の関係 を
検 討 し,次 に性能 とコス ト ・歩留 り率 との関係 を検討す る。
第2節 トレー ドオフ関係 について
トレー ドオフ関係 とは,2っ の構成要素間において,一 方の増大が他方の減
少 にっながるような関係臆 味 している.前 節において,製 品ないし製法1こ備
わっている技術膿 能の集合について説明 した.こ うしたいくつかの技術的機
能の間にも・1つ の機能を突 き詰めて追求 してゆくと,他 の機能が鰍 にされ
るような段階が訪れる。 こうした機能間の トレー ドオフは,そ の機能達成のた
めに活用 されている要素技術間の トレー ドオフによって説明される。
要素技術間の トレー ドオフ関係 とは,1つ の要素技術を徹底 して追求 してゆ
くと,い ずれ他の要素技術を圧迫するような段階に至るという現象を意味 して
いる・勿論 要素技術の達成水準が低L・段階では,麟 の要素技術が共1こ阯
す るような状況 も生 じ得る。 しか し,こ うした状況から要素技術の高度化があ
る水準に至るとき・ もはや 方の増大が他方の減少を余働 くするような段階
を迎えると考えられる・ これを図に示すと[図 一3]の 如 くなるであろう
。
[図・-3]において曲線が外側に凸となっているのは,限界代替率が逓増的に
なっていることを示 している。すなわち,要 素技術aの 高度化を徹底 して進め
てゆくと・そのために犠牲にされる要素技術bの 程度が次第に大きくなるとい
うことを示 している。同様に・要素技術bの 水準を高度化 してゆ くに従 って,
犠牲にされるaの 程度 も増大 してゆ く。
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[図一3]要 素 技術 間の トレー ドオワ(1)
a
さて,い ま要素技術 の水準 が αのよ うな点 にある場合,要 素技術aと と もに
bの 水準 を向上 させ ることがで きる。 このよ うな状況 は,ま だ要素技術水準 が
未成熟 な段階 にある と言え る。 しか し,い ま要素技術水準 の向上努力 によ って
βのよ うな点 に至 ると,こ こか らさ らに要素技術aの 水準 を向上 させよ うとす
るとbの 水準 を犠牲 に しな ければな らず,ま たbの 水準 を向上 させ ようとすれ
ばaの 水準 を犠牲 に しなければな らな くな る。要素技術 の向 ヒをはか ってゆ く
と,い ずれ こうした飽和状態を迎 え ると考え ることがで きる。
こう した要素技術 間の トレー ドオフ関係 は,2要 素間 ばか りで はな く,多 数
の要素技術間 に存在 して いると仮定す ることがで きる。[図一4]は,4つ の要
素技術 を想定 した場合の トレー ドオ フ関係 を示 して いる。
[図一4]要 素技術間の トレー ドオフ(2)
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ここで,要 素技術間 の トレー ドオフ(構 成機能の トレー ドオフ)の 問題 にっ い
て,事 例 を1つ 検討 してお くことに しよ(s)7。
半導体 の うち・大型 コンピュー タ用の素子 と して用 い られ るバ イポーラは,
高速度 だが消費電 力が大 きい。 これに対 して,腕 時計 な どに内蔵 され てい る
CMOS型 の素子 は,速 度 は遅 いが消費電力が小 さい。 このような素子 の性質 を
考慮 して・ 両方の メ リッ トを生か しなが らデメ リッ トを抑え る素子 の開発が行
なわれた。小型 コンピュー タ用 の素子 の開発 のために,高 速度,省 消費電力 の
素子 が必 要 と され たか らで ある。 日立製作所 にお いて開発 されたバ イCMOS
素子 は,CMOS並 の消費電力 で,バ イポー ラに近 い速度 を達成 した。その後,
バ イCMOSは 大型 コ ンピュー タに も部品 の一部 と して使用 され,さ らにバ イ
CMOS素 子 の高集積化 が 可能 なたあ,バ イポ 一ーラよ り も小 型 化 で き る と い う
メ リッ トもあ り・小型 コ ンピュー タの中核 的 な技術 と して大 きな貢献 が あ っ
た。












いま この[図 一5]に おけ る軸の尺度 を電力消費効率 と速度 という表現 に置
き換えてみ ると,[図一6]の 如 くとな る。
以上 の事例か ら,要 素技術間 には トレー ドオフがあるとともに,そ の代替曲
線 が外側 に凸にな って いることが確認 された。 そ して,外 側 に凸にな っている
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とすれば,要 素技術 の総和が最大 にな る点が存在す る。バ イCMOSが,当 初焦
点 と してい たマ イ クロ ・コ ンピュー タばか りで はな く・大型 コ ンピュー タや
スーパ ーコンピュー タの分野 に も,部 品 と して参入 す ることがで きたのは,こ





ただ し,研 究活動 の成果 と しての真 のブ レイ クスルーは,こ の要素技術間の
代替 曲線を右上 にシフ トさせ る効果を もつで あろう・ こう考 えてみ ると・代替
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研究活動 と開発活動を対比 してみ ると,研 究活動を代替曲線の右上方へのシフ
トをめざす活動 と把え,開 発活動をある代替曲線Lの 左上ないし右下方への配
分率の決定 として把えることができるか も知れない([図_7]参照)。
第3章 研究能力 と開発能力のディレンマ
本章で は・研究活動 と開発活動 の異質性 とその両 立の難 しさに基づ いて,技
術革新 にお け るデ ィ レンマを説 明 してゆ く。 ここで述 べ る技 術革新 にお け る
デ ィレンマとは,研 究能力 の向上 と開発能力 の向上 にお ける二律背反 を意味 し
て いる。
す なわ ち・研究活動 に力点 を置 いた資源配分 を行 な うと,高 い性能 を発揮 す
る製品 ・製法のデザイ ンが生 み出 され るが,一 方それを安定的 に製造す る開発
力が1一分でな くなる。 また高 い性能を実用化す るに は,そ れだ け高 い開発能力
が必要 なたあ,ま す ます開発 は困難 になる。
他方,開 発重視の資源配分を行 な うと,何 らかの製 品 ・製法のデザイ ンを現
実 の原型 と して製作 し・安定性 を高 めて実用化す るポテ ンシャリテ ィーは高 く
なるが・一方その開発活動 に載せてゆ く優 れた アイデ ィアやデザイ ンが出に く
くな る。
す なわち,高 い開発能力がなければ高い性能 を実用化で きないが,他 方高 い
研究能力が なければ質の高いアイデ ィア と性能 は生 まれて こない。結局 は限 ら
れた資源を研究 と開発の間 にどのよ うなバ ランスを もって配分 す るか とい う意
思決定 の問題が,そ こには横 たわ ってい る。
こ うした問題 につ いて,第1節 では技術的Sカ ーブを説明 し,技 術的成果の
成熟 とい う視点か ら接近 してみよ う。
第2節 では,前 章 での議論 を踏 まえて,研 究 と開発 のデ ィレンマを,要 素技
術 の トレー ドオ フと して描写 してみたい。
さらに第3節 にお いては,第2節 の議論 を前提 と して,技 術革新 のデ ィレン
マに対 して,資 源配分 のバ ランスを考 え るための マネジメ ン トの ッールを試作
してみよ う。
0220) 技術革新 にお けるデ ィレンマ19
第1節 技術的Sカ ーブについて
技術 的Sカ ー ブは,広 く受 け入れ られて いる概念 である。技術的Sカ ーブで
は通常横軸 に努力を とり,縦 軸 に成果 を とる。Sカ ーブの意味す るところは以
下 の如 くで ある。す なわ ち,当 初 努力を して もなかなか成果 の増 大にっなが ら
ないが,し ば らくこの苦 しい努力 を積 み重ねてい ると,成 果が急速 に増大す る






横軸 の努力 は,技 術 開発に投入 された時間や資金,人 員な どの累積量を もっ
て計測 され る。縦軸 の成果の測定 は困難であるが,多 くの場合売Lげ 高や特定
の性能 を もって表わ されている。
本節 で は,こ の技術的Sカ ー ブを研究開発管理の ッール として活 用す るため
の考察を加 えてみ よ う。先ず,技 術的Sカ ーブを描 くことがで きればf研 究開
発努力 を ど こまで続 け,ど こで停 止 した ら良 いか を知 ることがで きるで あろ
う。例 えば[図 一一81に おけるA点 は,2回 微分が負 となる点 であ り,こ こを
境 に追加的努力 に対 す る収穫率が低 下す る。 またB点 は,1回 微分 がゼ ロとな
る点 であ り,追 加的努力 に対 して収穫 は増加 しな くな る。合理的な開発努力の
停 止点 は,AとBと の間 に位 置づ け られ ると考 え られ る。この意味 か ら,A点
を停iL準備点,Bを 限界点 と呼ぶ ことがで きよ う。
技 術的Sカ ー ブを実際 に研究 開発 マネ ジメ ン トの ッール として活用す るた
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めには・横軸と縦軸の測定 と数量化が必要である。 この問題 について少 し検討
してみよう。
先ず,横 軸の努力にっいては,研 究開発に費や された資金 と時間,人 員を
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な らない。投入 された資金 にっいては,会 計記録 によ って比較的容 易に知 るこ
とがで きる。
研究者 の行動記録 は,例 えば[表 一1]の よ うに して収集す ることがで きる
であろ う。
この行動記録 の中 にテーマ名 とと もに実線 で時間を記入 して もらうことによ
り,あ るテーマに費や された研究時間,会 議 その他の時問を,お おまかではあ
るが計測す ることがで きるはずであ る。
縦軸の成果 につ いて は,研 究開発段階 において は売 上げ高 は適当ではないで
あ ろう。 これには,例 えば特定の性能,例 えば速度や強度,歩 留 り率などの指
標を もって表示す るのが適 当である と思 われる。 この場合,そ の性能の限界値
が想定 され得 る場合 に は,達 成値/限 界値 ×100とい うパ ーセ ンテー ジによ る
表示 が望 ま しい。 こう した表示 によれ ば,Sカ ー ブが端正 に描かれ るか らであ
る。
以上のよ うに,実 際 の測定規準 と測定方法 とを決 めてお けば,努 力の投入額
と成果を数量化 し,あ る時点 での位置 を図上 にプロ ッ トす ることがで きるはず
であ る。
第2節 性能と安定性の トレー ドオフ
本論第1章 では,研 究活動と開発活動の異質性にっいて説明 し,各活動の特
質を明 らかにしてきた。すなわち,研 究活動の典型的な特質は,製 品 ・製法を
構成する要素技術の性能を向上するという点に求められている。いわゆるチャ
ンピオン ・データの更新 というところに努力の重点がおかれている。 これに対
し,開発活動では新製品 ・製法が実用的な商品 として立ち上がってゆくための
安定性 ・信頼性 ・低 コス ト化を追求す るところに重点をおいている。
これをより簡潔に表現するならば,研 究活動が独創性を重視 しているのに対
(s)
して,開 発活動は創設性を重視 していると言 うことができよう。研究活動 と開
発活動のこのような努力の焦点の相違には7二 律背反が見 られる。すなわち,
高い性能の達成のたあに資源を重点的に投資すれば,そ の実用化のための資源
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移管のために行なわれる工場派遣について,研 究業績が停滞 して しまうはがゆ
い時期であると考えている。また,開 発志向の研究者たちは,製 造現場の実情
を熟知 し,現場への配慮を払 っているが,こ うした姿勢か らは,独 創的で画期
的なアイディアは生まれにくいと考え られる。
以上のような,研 究と開発の間に見 られる二律背反の問題を,第2章 で論 じ
た要素技術間の トレー ドオフ関係 として表現することはできないであろうか。
研究活動の重点が,性能の向上にあるという特質にっいては既 に述べた。また,
開発活動の重点が安定性 ・低 コス ト化の追求にある特質についても,既 に述べ
た通 りである。 この ことからして,研 究活動 と開発活動 との間にある二律背反
の関係を,性 能と安定性およびコス ト優位性 との間の トレー ドオフ関係 として
表現できるはずである。
この関係を図示すれば[図 一9]の ようになるであろう。すなわち,研 究活
動の成果として性i能をとり,開発活動の成果 として安定性 とコス ト優位をとる
のであり,換 言すれば,研 究活動の成果を性能の向上で測 り,開 発活動の成果
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を安定性(歩 留 り率)と コス ト優位性 で測 るのであ る。
第3節 資源配分 のためのマネジメ ン ト・ツール
本節で は,こ れまで の議論 を踏 まえて,研 究 と開発 に対 す る適切 な資源配分
のためのマネジメ ン ト・ッールを考えてみ ることに しよ う。研究開発 のプ ロセ
スにおいて,研 究 と開発へ の資源 の適正 な配分 を知 ることがで きれ ば,無 駄 の
ない成果向上 がはかれ るはずであ る。
今,第1節 で説明 した技術的Sカ ーブと,第2節 で説明 した性能 と安定性 の










は,安定性 とコス ト優位性をとる。右側のSカ ーブでは,研究努力とその成果
としての性能の向上 との関係が示 されている。左側の外側 に凸な曲線 は性能の
向上 と安定性および低コス ト化 との代替的関係を示 し,研究活動 と開発活動間
のディレンマを表わ している。左側の曲線が外側へ移動 しているのは,開 発努
力による成果の向上,す なわち一定の性能の実用可能性が向上 していることを
示 している。
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製品化 のために必要 な安定性 とコス ト優位性 の程度 を,い ま製品化水準 とし
て左横軸 に とってみよ う。 研究努力 と性能が時点1でAに あ った と しよ う。1
時点 での開発能 力は左横 の最 も右寄 りの曲線 で示 され る もの とす る。 この時,
A点 の性能 は新製品化 に必要 な安定性 とコス トで実用化 され る。
研究 努力 によ って時点2で はB点 まで移行 した と しよ う。この高い性能 は,
現有 の開発能 力で は製品化 に ト分 な安定性 とコス ト優位性 を満 たす ことがで き
ない。 こ うした状況 において は,R&D資 源 は開発活動 に重点 をおいた配分が
と られる ことが望 まれ るであろ う。何故 な ら,時 点2に お いて,さ らに性能 を
向Lさ せた と して も,実 用化の 可能性 は極 めて低 いか らであ る。時点3に おい
て,開 発努 力の成 果によ って,左 側 の曲線 が最 も左側 に移行 すれば,B点 の水
準 の性能 は製品化へ の実行が 可能 となる。逆 に,開 発能 力が左側曲線 で最 も左
側 にあ り,性 能がA点 にあ るよ うな場合 には,R&D資 源 は研究活動 に重点投
入 され る必要があ るで あろ う。
以 上 のよ うに,研 究 努力 と開発努 力をその成果 の向上 と関係 づ けた,R&D
資源投 入 と成 果の関係 図 を描 くことが で きれ ば,こ の図 をR&Dマ ネ ジメ ン
ト・ツールと して役 立て ることがで きる。
この図 の具体的 な作成 プロセスには,い くっかの問題 もあ るが,研 究努力 と
開発努力の総量 は,第1節 で示 した研究者の行動記録 と投入資金の記録 によ っ
て計測 可能 な はずであ る。 また,性 能 にっ いて は,あ る製品 ・製法の構成技術
要素 のチ ャンピオ ン ・デー タの加重和 によ って表示 口∫能 とな るはずであ る。 そ
して,安 定性 は歩留 り率 を もって計上可能であ る し,コ ス ト優位性 も原価計算
によ って計上 可能 な はずで ある。
研究開発 の成果 は,計 画 とは相容 れない偶然 によることもあ り,長 い間数量
的な分析がなかなか行 なわれなか った領域 であ る。確 かに研究 開発努力 と成果
を測定 す ることには多 くの難 しさが伴 な うであろ う。 しか し,今 とにか く計測
可能 な ものか ら測 ってみ ると,意 外 に難 な く研究開発 の問題構造 が明快 に把握
で きるようになるか も知 れない。
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第4章 結論と要約
本論 において は,技 術革新 のプロセスに内在 しているデ ィレンマを,研 究活
動 と開発活動 との間にある二律背反の問題 と して検討 してきた。研究活動 と開
発活動 との間 に どの よ うな 二律背反 があ るのか にっ いて,各 々の活動 の特徴
を,研 究開発部 門 メンバ ーに対す るイ ンタ ビューを通 じて明 らかに して きた。
研究活動 に特徴的な傾向を,研 究志 向型研究者 とい う理念型 にモデル化 し,
また開発活動 に特徴的な傾向を開発志 向型研究 者にモデル化 した。 ここで は,
研究活動 の焦点 と関心が要素技術 の性能 向.Lにあるのに対 して,開 発活動 の焦
点 と関心 は安定性 とコス ト優位性 の増進 にあ ることが明 らかにされた。
そ して,要 素技術 間の トレー ドオフ関係 か ら演繹 して,研 究活動 と開発活動
間の二律背反 を,性 能 と安定性 およびコス ト優位性 との トレー ドオフと して表
現 した。
また,本 論 にお いては研究開発活動 を管理す るためのッールの開発 をいまひ
とっの目的 と して きた。 そ こで,研 究開発活動 の努力 と成果の測定 と計量化の
ための方途 を模索 した。技術的Sカ ーブの描写 のための努 力 と成果の測定が そ
れで ある。
さ らに,技 術 的Sカ ー ブと要素技術間 の トレー ドオフ関係 を描写す ることに
よって,研 究開発資源の配分を適正化 す るための ッールがで きるとい う提案を
示 した。
日本企業 は,新 製品 ・製法 の立 ち上 げが速 く,そ こに強 みを もっているとい
われてい(s)。しか し,そ の高 い創設力 に載せ るべ き質 の高 いアイデ ィアの多 く
を欧米 に依存 している。他方,欧 米企業 は質の高 いアイデ ィアを生 み出 し,そ
こに強みを もってい る。 しか し,そ の高い独創性 に もかかわ らず,そ れを立 ち
上 げて ゆ く創設 力に乏 しく,ア イデ ィアの実用化 に弱みを もち}そ の多 くを 日
本企業 に委ねてい る。
こ うした状況 は,研 究活動 と開発活動 とい う技術革新 におけるデ ィレンマを
端的 に示 しているといえよ う。そ こには,研 究 と開発への資源配分 のア ンバ ラ
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ンスを見 る ことがで きる。 こうした問題 に対 して は,研 究開発 資源 の配分を い
か に適正化す るかが・解決のための重要 な鍵 とな っている。 そのための手法 と
して,1っ の試行的 ッールと して提示 した ものが,本 論 の 「R&D資源配分 のた
めのマ ネジメ ン ト ・ツール」であ る。
研究開発活動 を計測 し計量化 し,本 論 で提示 した試行的 ツールを実際 に使用
してみること・ またその試験的使 用によ って現 われ る様 々な効果を分析す るこ
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フ 。 リ ダ は同 著 の 中 で,B本 企 業 礁II設力(開 発 力)をF・ll・w-thr・ughなる概
念 を も って 説 明 し,ア メ リカ企 業 の独 倉lj力(Breakthr・ugh)より も・ 具体 的 な経
済 発 展 を実 現 す る能 力 と して 注 目 して い る。
